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「 公 害 健 康 被 害 の 補 償 等 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 等 の 一 部 改 正 に つ い

て」等の送付について  

 

時下益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。  

公害健康被害の補償等に関する法律（以下、公健法）による療養の給付

等と介護保険法による医療給付等との調整については、公健法第 14 条第 1

項及び公害健康被害の補償等に関する法律施行令（昭和 49 年政令第 295

号）第 7 条第 1 項第 28 号の規定等に基づき行われてきたところであります。 

今般、公健法施行規則の一部改正により、平成 30 年４月に新設された介

護医療院につきましても、公害認定を受けた方の利便に供するため、療養

の給付（現物給付）を執り行う公害医療機関として位置づけられました。

併せて、環境省発出の事務連絡「公害健康被害の補償等に関する法律の療

養の給付等と介護保険法の医療給付等との調整について」（以下、調整事

務連絡）にも一部改正が行われ、公健法の療養の給付と調整を行う介護保

険法の医療給付に係る給付費について、介護医療院サービスに掲げる給付

費が追加されました。  

介護医療院における公健法に関する給付費は、介護療養型医療施設と同

様との取扱いとなりますが、ご不明の点などがあれば、対象患者の公害手

帳の発行元となる自治体へお問い合わせいただきたいと存じます。  

貴会におかれましても本内容をご了知いただきますとともに、郡市区医

師会および会員への周知方宜しくお願い申し上げます。  

 



 

記  

（添付資料） 

・公害健康被害の補償等に関する法律施行規則等の一部改正について     

（平成30年５月17日 環保企発第1805171号 環境省大臣官房環境保健部環境保健

企画管理課保健業務室長通知） 

 

・「公害健康被害の補償等に関する法律の療養の給付等と介護保険法の医療給付等

との調整について」の一部改正について 

（平成30年7月2日 環境省大臣官房環境保健部環境保健企画管理課保健業務室事

務連絡） 

以上  

 



を将

環保企発第１８０５１７１号
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年 ５ 月 １７

　

日

公益社団法人日本医師会会長

　

殿

　　　　　　　　　　ーき巨戸三．たきぎ言

讐おき鞘当
　　　　　　　　　　　　
だ肇－！続き；１』怪きき１

環境省大臣官房環境保健

環境保健企画管理課保健業務室

公害健康被害の補償等に関する法律施行規則等の一部改正について

標記について、 別添のとおり関係地方公共団体に通知しましたので、 御了知方お願いい

たします。
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環保企発第 1805171号

平成 30年 5月 17日

公害健康被害の補償等に関する法律

主管部 (局)長 殿

環境省大臣官房環境保健

環境保他企

公害健康被害の補償等に関する法律施行規則等の一判
`改

正について

地域包括ケアシステムの強化のための介設保険法等の一判Iを改正する法律の施行に伴う

環境省凹係省令の推」!に聞する省令 (平成 30年猟境省令第 3号。以下「省令」という。)

及び公害医療l幾凹の灰養に関する規程の一報;を改正する件 (平成 30年 3月 琳境省告示第 31

号)んミ平成 30年 3月 30日 に公布され、同年4月 1日 に施行されたところです。

これらの改正の主な内容は下記のとおりですので、関係方面へ周知していただくととも

に、引き続き

'商

切な運用に努めていただくようお願いいたします。

1.地域包括ケアシステムの強化のための介設保険法等の一部を改正する法刊」の施行に伴

う球境省関係省令の」ヒ型に関する省令

'公害拠川こ被害の制i償等に関する法制」(1昭和 48年法律第■1号。以下「公触法」という。)

による療養の給付等と介設保険法 (平成 9年法刊J第 123号)による医療給付等とのl・

‐
J「1些に

ついては、公健法第 14条第 1項及び公害健康被害の補償等に関する法刊」施行令 (昭和 49

年政令第 295号)第 7条第 1項第 28号の規定等に基づき行われてきたところです。

(1)公害健康被害の補償等に関する法律施行規則の一部改正:(省令第 1条関係)

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律 (平成 29年法

律第 52号)等の施行により、平成 30年 4月 から長期療養が必要な要介護者に対して医療

及び介護を一体的に提供する介護医療院が創設されることから、被認定者の利便に供する

ため、療養の給付 (現物給付)を執り行う公害医療機関として位置付けたこと (公害健康

被害の補償等に関する法律施行規則 (昭和 49年総理府令第60号)第 17条の2関係)。

記



(2)健康保険法等の一部を改耳する法律の一部の施行に伴づ環境省関係省令の整理に関

する省令 (平成 24年環境省令第4号)の一部改正 (省令第 3条関係)

介護療養型医療施設に係るなおその効力を有するものとされた公害医療機関として扱う

ことのできる期限を6年延長すること (附則第 2項関係)。

2.公害医療機関の療養に関する規程の一部を改正する件

上記 1.(1)の とおり公害l′メ主主康被害の期i個等に関する法律施行規則の一部が改正され、

介設医療院が公害医療機関とされたことに伴い、療養の給付の記録として、介設医療院の

人員、設備及び運営に関する基準 (平成 30年厚生労lr)J省令第5号)において定められてい

る事項を含めることとしたこと (公害医療搬脚の旗養にltttlする規程 (昭和49年 8月環境庁

告示第 48号)第 7条関係)。



事 務 連 絡

平 成 30年 7月 2日

公害健康被害の補償等に関する法律

主管部 (局)御 中

環境省大臣官房環境保健部

環境保健企画管理課保健業務室

「公害健康被害の補償等に関する法律の療養の給付等と

介護保険法の医療給付等との調整について」の一部改正について

公害健康被害の補償等に関する法律 (昭和48年法律第 111号。以下「公健法」という。)`

の療養の給付等と介護保険法 (平成 9年法律第 123号)の医療給付等との調整についてはヾ

公健法第 14条第 1項及び公害健康被害の補償等に関する法律施行令 (昭和 49年政令第 295

号)第 7条第 1項第 28号の規定により定められており、その詳細については、「公害健康

被害の補償等に関する法律の療養の給付等と介護保険法の医療給付等との調整について」

(平成 12年 3月 27日付け環境庁環境保健部保健業務室発事務連絡。以下「調整事務連絡」

という。)により示しているところです。

この度、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律 (平

成 29年法律第 52号)により介護保険法が改正されたことから、調整事務連絡を下記のと

おり改めることとしたので、引き続き適切な運用に努めていただくようお願いします。

2。 (2)②の次に「③ 介護医療院サービスに掲げる給付費」を加える。

記



(傍線の部分は改正部分)

1.(略 )

2.調整の対象となる介護保険法の給付費
この事務連絡において、公健法の療養の

給付等と調整を行う介護保険法の医療給付

等に係る給付費 (以下「調整対象給付費」

どいう。)は以下の給付費をいう。

(1)(田各)

(2)① o② (略 )

③ 介護医療院サービスに掲げる給
健           

・

(3)。 (4) (略 )

3.(略 )

4.(略 )

改正後

1。 (冊各)

2.調整の対象となる介護保険法の給付費

この事務連絡において、公健法の療養の

給付等と調整を行う介護保険法の医療給付

等に係る給付費 (以下「調整対象給付費」

という。)は以下の給付費をいう。

(1)(略 )

(2)①・② (略 )

(新設)

(3)。 (4)(略 )

3。 (略)

4。 (略 )

改正前



(参考 :改正後全文 )

事 務 連 絡

平成12年 3月 27日

最終改正平成30年 7月 2日

公害健康被害の補償等に関する法律

主管部 (局 ) 御中

環境庁環境保健部保健業務室

公害健康被害の補償等に関する法律の療養の給付等と介護保険法の医療給付等

との田豊について

公害健康被害の補償等に関する法律 (昭和48年 法律第111号 。以下「公健法」という。 )

の補償給付については、公健法第14条 に基づき他の法律による給付等との調整を行つてき

たところである。

介護保険法 (平 成 9年 法律第123号 )に ついては、平成12年 4月 1日 から施行されること

とされており、公健法の療養の給付等と介護保険法の医療給付等との調整については、平

成12年 3月 8日 に開催 された全国介護保険担当者会議において「公費負担優先の給付の対

象となるサー ビスに係る請求の事務等について」 (以下「担当者会議資料」という。)が

示されたところである。その運用に当たつては、下記のとおり取 り扱うこととし、平成 12

年 4月 1日 か ら適用することとしたので、関係者への周知を図るとともに、その適正な運

用に努められたい。

なお、下記事項については、厚生省老人保健福祉局と協議済みであることを念のため申

し添える。

記

1.調 整に係る政令改正について

公健法の補償給付と他の法律による給付等との調整については、公健法第 14条 に基づ

き、公害健康被害補償等に関する法律施行令 (昭 和49年 政令第295号 。以下「公健令」と

いう。)第 7条第 1項各号に規定する法律 と調整を行つているところである。

介護保険法との調整については、平成12年 4月 1日 施行の「介護保険法及び介護保険

法施行法の施行に伴 う関係政令の整備等に関する政令」 (平成11年 政令第262号 )に おい

て、介護保険法を公健令第 7条第 1項第27号 に加えることとされており、介護保険法に



ついても、健康保険法等他の法律と同様の調整が行われることとなる。

これにより、公健法の補償給付がなされた場合には、介護保険法により公健法の補償

給付に相当する給付を支給すべき介護保険法の保険者 (以下「介護保険者Jと いう。 )

は公健法により支給された補償給付の価額の限度で支給義務を免れることとなり、逆に、

介護保険法から公健法の補償給付に相当する給付が先に支給された場合には、公健法主

管部局はその価額の限度で支給義務を免れるが、この場合、介護保険者は公健法主管部

局が補償給付の支給を免れた価額の限度で公健法主管部局に対 して求償することができ

ることとなる。

2,調 整の対象となる介護保険法の給付費

この事務連絡において、公健法の療養の給付等と調整を行う介護保険法の医療給付等

に係る給付費 (以 下「調整対象給付費」という。)は 以下の給付費をいう。

(1)指定居宅サー ビスに要する費用の額の算定に関する基準 (平 成12年 2月 厚生省告示

第 19号 。以下「居宅サー ビス算定基準」という。)別 表指定居宅サー ビス介護給付費

単位数表に掲げる次の給付費

① 訪問看護費
② 訪問リハビリテーション費
③ 居宅療養管理指導費
④ 通所リハビリテーション費
⑤ 短期入所療養介護費 (た だし、介護老人保健施設における短期入所療養介護貴に
ついては特別療養費及び緊急時施設療養費に限る。)

(2)指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 (平成 12年 2月 厚生省告
示第21号 。以下「施設サー ビス等算定基準」という。)別 表指定施設サTビス等介護

給付費単位数表に掲げる次の給付費

① 介護保健施設サービスに掲げる次の給付費
特別療養費

緊急時施設療養費

所定疾患施設療養費

② 介護療養施設サービスに掲げる給付費

`3め

 今講医磨眸サー に協 !ギ ス船 付 書ビス

(3)指定地域密着型サービスに要する費用の算定に関する基準 (平成 18年 厚生労働省告
示第126号 。以下「指定地域密着型サービス算定基準」という。)」 別表指定地域密着



型サービス介護給付費単位数表に掲げる次の給付費

① 定期巡回 B随時対応型訪問介護看護費 (ただし、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費 (I)の うち訪問看護サービスを行う場合及びその加算に限る。 )

② 複合型サービス費 (た だし、看護小規模多機能型居宅介護費及びその加算に限
る。 )

(4)指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (平 成18年 厚生労働省

告示第127号 。以下『介護予防サービス算定基準」という。)別 表指定介護予防サービ

ス介護給付費単位数表に掲げる次の給付費

① 介護予防訪問看護費

② 介護予防訪間リハビリテーション費
③ 介護予防居宅療養管理指導費
④ 介護予防通所リハビリテーション費
⑤ 介護予防短期入所療養介護費 (ただし、介護老人保健施設における介護予防短期
入所療養介護費については特別療養費及び緊急時施設療養費に限る。)

3.調 整の具体的な取扱いについて

(1)公 健法の補償給付として扱 う場合

介護保険法の要介護認定又は要支援認定を受けた公健法被認定者 (以下「調整対象

者」という。)が、公健法の認定に係る指定疾病 (以 下「認定疾病」という。)に 係

る療養の給付等を受ける場合は、現行どおり公健法の補償給付を行うこととなる。

なお、介護保険法に規定する居宅介護支援事業者は、調整対象者が、調整対象給付

費に係る医療の給付等を受けようとする場合は、その主治医に当該給付が公健法の療

養の給付の対象となるか否かの判断を事前に求め、その判断に基づき公健法の療養の

給付の対象となる介護保険法の医療給付等については、給付管理票に位置付けないこ

ととされている。

(2)公健法の療養の給付等と介護保険の医療給付等の費用負担に係る調整が必要な場合

調整対象者が、認定疾病以外の疾病が主たる原因で介護療養施設に入院 している場

合等、 (1)に よらない場合においては、認定疾病に係る医療の給付等が行われた場

合、公健法の療養の給付等と介護保険法の医療給付等との費用負担に係る調整が必要

となる。その際の調整方法を以下に示す。

なお、以下において、「公害報酬額」とは、調整の対象となる医療の給付等につい

て、公害健康被害の補償等に関する法律の規定による診療報酬の額の算定方法 (平 成

4年 5月 環境庁告示第40号 )に 基づき算定 した額をいうものとし、「介護報酬額Jと



は、調整の対象となる医療の給付等について、居宅サービス算定基準、施設サー ビス

等算定基準、指定地域密着型地域サー ビス算定基準及び介護予防サービス算定基準に

より算定 した額をいうものとする。

① 認定疾病に係る医療が療養の給付 (現物給付)に よつて行われた場合

ア.公害報酬額が介護報酬額を超える場合

医療機関等は、調整対象者に対 し、公健法の療養の給付を行い (調 整対象者の

自己負担無し)、 公健法主管部局に対 し、公害報酬額を請求し、支払いを受ける

こととなる。

イ.介護報酬額が公害報酬額を超える場合

医療機関等は、調整対象者に対 し、公健法の療養の給付を行い、介護報酬額と

公害報酬額の差額のうち自己負担額を請求し、支払いを受けることとなる。

また、公健法主管部局に対 しては、公害報酬額を請求 し、介護保険者に対 して

は、介護報酬額と公害報酬額の差額のうち介護保険負担額を請求 し、支払いを受

けることとなる。

なお、医療機関等が、介護保険者に対し、介護保険法に基づき請求すべき費用

がある場合には、公害診療報酬明細喜等の写 しを添付 し、介護保険者に対し請求

する費用を明確にした上で請求することとされている。

② 認定疾病に係る医療が療養の給付 (現物給付)に よつて行われなかつた場合

認定疾病に係る医療の給付等については、療養の給付が原則であるが、この原則

が何らかの理由により守られず、認定疾病に係る医療が介護給付の扱いを受け、調

整対象者が介護報酬で算定された介護給付の自己負担額を支払つた場合の取扱いは

次のとおりである。

ア.公害報酬額が介護報酬額を超える場合

医療機関等は、調整対象者に対 し、介護保険法に基づく医療を行い、介護報酬

額の うち自己負担額を請求 し、支払いを受けることとなる。

また、介護保険者に対 しては、介護報酬額のうち介護保険負担額を請求 し、支

払いを受けることとなる。

公健法主管部局は、調整対象者、介護保険者からの請求に基づき、それぞれが

負担 した額を支払うこととなる。

イ.介護報酬額が公害報酬額を超える場合

医療機関等は、調整対象者に対 し～介護保険法に基づく医療を行い、介護報酬

額のうち自己負担額を請求し、支払いを受けることとなる。



また、介護保険者に対 しては、介護報酬額のうち介護保険負担額を請求 し、支

払いを受けることとなる。

公健法主管部局は、調整対象者、介護保険者からの請求に基づき、調整対象者

に対 しては、認定疾病の療養に係る自己負担額を支払い、介護保険者に対 しては、

公害報酬額から調整対象者が支払うべき自己負担額を控除 した額を支払う。

4.公 害報酬額の請求喜様式

(1)医 療機関等が、2(1)① から④まで、2(3)又 は2(4)① から④までに該当

する療養の給付を行つた場合に用いる請求書様式は、公害医療機関の診療報酬の請求

に関する省令 (昭和49年 9月 総理府令第64号 。以下「請求省令」という。)に規定す

る株式第一号から株式第六号まで (様式第二号 (― )を 除く。)の うち請求する公害

医療機関の区分に従い適切なものとすること。

(2)医療機関等が、 2(〕 )⑤、2(2)又 は2(4)⑤ に該当する療養の給付を行つ

た場合に用いる請求書様式は、請求省令様式第一号及び第二号 (― )と すること。



(参 考 1)

公健法の療養の給付等と介護保険の医療給付等の費用負担に係る調整が

必要な場合の取扱い

.認定疾病に係る医療が療養の給付 (現物給付)に よつて行われた場合

ア.公害報酬額が介護報酬額を超える場合 【事務連絡3(2)① アの場合】

公健法給付 1   公害報酬額

①請求

(a+b)

②支払

(a+b)

(a)

②支払

(a)

介護報酬額

イ.介護報酬額が公害報酬額を超える場合 【事務連絡3(2)① イの場合】

公健法給付/ 公害報酬額

自己負担

額 (c) t   介護報酬額         〕

①請求
1                  :

a b

介護保険負

担額

額担

ｃ

負一己
・
自

①請求

(b)

②支払

(b)

調整対象者

公健法主管部局

医 療 機 関 等

ba

調整対象者

公健法主管部局 介護保険者

医 療 機 関 等



2 .認定疾病に係る医療が療養の給付 (現物給付)に よつて行われなかつた場合

ア∫公害報酬額が介護報酬額を超える場合 【事務連絡3(2)② アの場合】

介護給付/

自己負担額 (b)

①療養費

請求(b)

④支払(b)

⑦求償請求(a)③支払い(a)

〔求償の前後の患者等の負担額〕

⑥請求

(a)

⑥支払

(a)

調整対象者

公健法主管部局

I   公害報酬額          ]
I… ………………………………………………………→

|

(介 護 保 険 負 担 額 )

手|||::IIⅢⅢⅢ:0111-・
―
||■

|←■自|:i:車 !上 負二担|1鎮 r)_

②照会

③回答

介護保険者

医 療 機 関 等

療養費 +求償支払後

療養費支払後

当初請求時

0

0

b

調整対象者

a+b

b

0

公健法主管部局

0

(a)

a

介護保険者



イ.介護報酬領が公害報酬額を超える場合 【事務連絡3(2)②イの場合】

介護給付/

自己負担額

(c+d)

①療養費

請求 (o+d)

④支払 (c)

②求償請求(a)③支払い(a)

〔求償の前後の患者等の負担額〕

⑤請求

(a+b)

⑥支払

(a+b)

調整対象者

公健法主管部局

t   公害報酬額    〕

a b

(介 護 保 険 負 担 額 )

:付 :!自i:||:己'I■ !負||:担 i・1領ⅢⅢ〉|

介護報酬額

②照会 |

③回答

介護保険者

医 療 機 関 等

療養費 +求償支払後

療養費支払後

当初請求時

d

d

C+d

調整対象者

a+c

C

0

公健法主管部局

b

(a+b)

a+b

介護保険者



(参 考 2)

平 成 12年 3月 8日

介護保険制度施行準備室

公費負担優先の給付の対象となるサービスに係る請求の事務等について

(抄 )

1.公費負担優先の医療の給付に係る請求の事務及び居宅介護支援事業者の留意事項につ

いて

介護保険給付の対象となる医療系のサー ビス (訪 問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導、通所リハビリテーション、短期入所療養介護及び介護療養施設サー

ビス)を 、介護保険に優先する医療の給付 (戦傷病者特別援護法の「療養の給付」及び

「更生医療」、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第 10条 の「医療の給付」、

公害健康被害の補償等に関する法律 (以下「公害補償法」という。)の 「療養の給付」、

労働者災害補償保険法の療養補償給付その他これに類する給付。以下「公費優先医療給

付」という。)の 受給権者が受けた場合における、医療機関による報酬の請求の取扱い

等については以下のとおりとする。

(1)請求の基本的な取扱い

① そもそも、公費優先医療給付の給付額は、要介護者等に対して行われた場合であっ
ても介護保険の支給限度額管理の対象とはならない。

② 医療系のサービスが公費優先医療給付の対象となる場合の報酬の請求については、
国保連合会の介護給付費審査委員会における審査支払の対象とはならず、医療機関は、

現行どおりの審査支払機関に、現行どおりの手続により請求することとなる。

③ 報酬の算定についても、現行どおりの報酬点数が適用されることとなる。

(2)注意が必要な場合の取扱い

介護療養施設サービスⅢ短期入所療養介護及び医師による居宅療養管理指導につい

ては、現行の診療報酬体系上、これと全く同一のサービスが位置付けられているわけ

ではないので、こうしたサービスが公費優先医療給付の対象となる場合には、これら

に相当するサービスに係る点数を適切に適用することとなる。より具体的には以下の

ような取扱いが考えられるが、最終的には、各公費負担医療担当部局において判断が

なされることとなる。

① 公費優先医療給付の対象者が介護保険適用の療養型病床群等に入院した場合の報酬
請求の取扱い

公費優先医療給付の趣旨及び介護保険適用病床は専ら要介護者が入院するためのも

のであることに鑑み、公費優先医療給付の対象者は療養型病床群等のうち医療保険適

用部分に入院することが原則であるが、例外的に、例えば、小規模な医療機関で医療



保険適用病床が満床であるような場合であつて、介護保険適用の療養型病床群等に公

費優先医療給付の対象者が入院するときは、以下のとおり取 り扱 うものとする。

イ (略 )

口 公害補償法の療養の給付や労働者災害補償法の療養補償給付等については、それ

ぞれの制度に応 じて適用すべき報酬点数があるので、そのうちの介護療養施設サー

ビスに相当するサービスに係る点数が適用される。

ハ 公害補償法の療養の給付については、医療機関において、個々の治療行為に公害

補償法独自の報酬点数を当てはめていくこととなるが、公害疾病と無関係な治療行

為については公害補償法の療養の給付の対象とはならず、介護保険給付の対象とな

る。その部分の請求手続等については、現行制度上、医療保険の包括点数が適用さ

れている病床において同様の状況が生 じた場合と同様 (詳 細については別紙 1参

照)で ある。

② 短期入所療養介護について

当該公費負担医療に適用される診療報酬点数上、単なる短期間の「入院」という取

り扱いとする。ベッドが介護保険適用ペッドである場合に適用される報酬は、介護療

養型医療施設の場合と同様 (た だ し、短期入所療養介護のサー ビスの趣旨を考えれば、

公費優先医療給付の対象となることは通常は考えにくい)。

③  医師による居宅療養管理指導について

医師による居宅療養管理指導により、提供されるサー ビスが公費優先医療給付の対

象となる場合は、現行の診療報酬点数が適用されるが、この場合、当該点数の適用は、

情報提供や介護上の指導を内容とするサー ビスに係る点数のうちから適切なものを適

用することとなる。

(3)居 宅介護支援事業者の留意事項
上記のほか、居宅介護支援事業者が留意すべき事項は以下のとおり。

① 公費優先医療給付の受給資格者である利用者が医療系サー ビスを利用する場合は、

その主治医に当該サービスが公費優先医療給付の対象となるか否かの判断を事前に求

め、その判断に基づき公費優先医療給付の対象となるサー ビスについては、給付管理

票に位置付けないこと。

②  公費優先医療給付の対象となるサー ビスについては、一割負担が生 じないことに留

意すること。

③  公費優先医療給付の対象となる居宅サー ビスも、居宅サー ビス計画には位置付けら

れるべきものであり、公費優先医療給付の対象となるサービスだからといつて、サー

ビスの利用調整を拒否 してはならないこと。

2.(略 )



(別 紙 1)

介護保険法に基づく給付 (介護療養施設サー ビス又は短期入所療養介護に係るものに限

る。)と 公害補償法に基づく療養の給付との調整について

公害補償法に基づく療養の給付を受ける者は、公害疾病が主たる原因で入院する場合は

医療保険適用病床に入院することを原則とするが、公害疾病以外の疾病が主たる原因で介

護保険適用病床への入院がより適切と考えられる場合 (要介護認定を受けている場合に限

る。)や 、例外的に、小規模な医療機関で医療保険適用病床が満床であるような場合にや

むを得ず介護保険適用病床に入院 している場合の介護保険法に基づく給付 (介護療養施設

サー ビス又は短期入所療養介護に係るものに限る。)と 公害補償法に基づく療養の給付と

の調整については、以下のとおり取り扱うものとする。

1.調整の方法について

介護保険適用病床における入院患者であつて、介護保険法に基づく給付と公害補償法

に基づく療養の給付の両方を受けることができる者について、介護保険法又は公害補償

法に基づいて支払う費用は、次のとおりとする。

(1)介護保険法に基づき支払う費用

指定居宅サー ビス介護給付費単位数表又は指定施設サー ビス等介護給付費単位数表

により算定した額の合計額から、 (2)に より公害補償法に基づき支払う費用として

算定 した額を控除 した額 (控除後の額が 0円 以下である場合にあつては 0円 )と する。

(2)公 害補償法に基づき支払う費用

当該介護療養施設サー ビス又は短期入所療養介護に含まれている診療行為のうち、

公害補償法の支給対象となるものについて、公害補償法の規定による診療報酬の額の

算定方法 (平 成 4年環境庁告示第 40号 )に 基づき算定した額の合計額とする。

2.調整が必要な場合の請求事務について

(1)医療機関は、公害補償法の給付を行 う者に対 して、公害補償法に基づく請求書によ

り、現行どおりの請求を行う。                     ・

(2)介護保険者に請求すべき額がある場合には、国保連に対 して、当該利用者に係る介

護保険の明細書を作成の上、会害補償法の請求書の写 しを添付 して、介護保険から支

払を受ける費用を明確に した上で請求を行うこと。

(3)(2)に よる請求は、他の介護保険の被保険者に係る介護報酬の請求とは区別 して

行うこと。



(参考 )

現行の老人医療の保険給付 (いわゆる包括点数となる場合)と 公害補償法の給付と

の間においても、「老人保健法に基づく医療に要する給付等と公害健康被害の補償等

に関する法律に基づく療養の給付との調整について」 (平成 10年 3月 31日 老健第

70号保険発第 51号 E厚生省老人保健福祉局老人保健課長 B厚生省保険局医療課長

連名通知)に より基本的に同様の方法で調整が行われている。
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